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Ⅰ　は じ め に

ウェルビーイング（well-being）という用語は，
「個人の権利や自己実現が保障され，身体的，精
神的，社会的に良好な状態にあること」を意味す
る概念である 1）。日本の学術研究では，これまで

「幸福」や「厚生」の他，「善き生」（Sen 1982= 
1989），「福祉」（Sen 1985=1988）など，文脈に応
じてさまざまな訳語が充てられてきた（金井 

2015）。
経済学の分野でのウェルビーイングの研究は，

ミクロレベル（個人におけるウェルビーイング）と
マクロレベル（社会におけるウェルビーイング）の
両方の視点から行われてきた。いわば，個人レベ
ルでの生活状態や健康状態，あるいは個人が享受
している福祉の水準に注目することに加え，広義
では個人が所属するコミュニティ・国家の福祉の
水準など，社会全体の「よさ」を包括的に評価す
るための概念としてウェルビーイングという用語
が用いられ，分析の対象となってきた 2）。

個人や社会のウェルビーイングを包括的に分析
し た 具 体 的 な 例 と し て，OECD の Better Life 
Index の計測の取り組みが挙げられる。OECD 統
計局では，隔年に刊行される報告書 How’s Life
において，EU 諸国をはじめアジア，アメリカ，
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ウェルビーイング（well-being）という用語は，個人の権利や自己実現が保障され，身体
的，精神的，社会的に良好な状態にあることを基本的に意味する概念である。近年，ウェ
ルビーイングに関する分析は，世界の様々な国，国際機関で積極的に進められており，個
人の主観的な感じ方・捉え方に基づいてウェルビーイングを捉えようとする，いわゆる主
観的ウェルビーイング（subjective well-being）の計測も多く見られるようになってきて
いる。本稿では，主観的ウェルビーイングを決定する要因とそれがもたらす諸効果に関連
する研究が様々な分野で蓄積され，主観的ウェルビーイングのデータが公共財や環境財な
どの非市場財の貨幣的価値の計測にも応用されていることを受け，わが国が抱える政策課
題を人々の主観的ウェルビーイングの観点から考察する。特に，所得や居住環境，働き方
などに起因する様々な格差・貧困への対応が重要な論点となっているわが国の実情を踏ま
え，格差と人々の主観的なウェルビーイングとの関係を考察した国内外の研究に焦点をあ
てる。主観的なウェルビーイングの研究は，これまで見過ごされてきた人々の性質や行動
原理の発見につながる。このことは，政府の公共政策の改善やより望ましい社会の構築に
向けて重要な知見を提供するものと言える。
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東欧など多様な地域における人々や社会全体の
ウェルビーイングに関する分析を多様な側面から
行い，より良い生活（Better Life）のあり方につ
いて考察している。表 1 で示されるように，個人
レベルのウェルビーイングを測定する上で主に考
慮されるのは，物質的条件に関する 3 次元の指標
と生活の質に関する 8 次元の指標であり，「個人
の生活満足度」から定義される主観的なウェル
ビーイング（Subjective well-being）も重要な次元
として分析対象に含まれている（OECD 2015）。

主観的なウェルビーイングの定義は多様である
が，回答者の生活全般（または一部の側面）に対
する認知的な評価を含む「生活評価」（幸福感，
健康感，満足度など）を尺度とするケースが多い

（OECD 2013）3）。人々の主観的なウェルビーイン
グの決定要因とその影響については，社会学，心
理学，社会疫学などこれまで多くの研究分野が注
目してきた。経済学の分野では，リチャード・
イースタリンが，所得水準の向上が必ずしも幸福
感や満足度の向上に結びつかないというパラドッ
クスを 1970 年代に提示し，関心が大きく高まっ
た。そして，主観的ウェルビーイングの社会経済
要因とそのメカニズムを検証する分析が，幅広い
観点から蓄積されてきた（Easterlin 1974； Easterlin 
1995）。

経済学者が主観的なウェルビーイングに注目す
るようになったもう 1 つの大きな理由は，それが
将来の経済的な諸々の成果の予測因子となりえる

表 1　個人のウェルビーイングのヘッドライン指標

 物資的条件 （Material conditions） 日本のデータ

所得・資産 1 人当たり家計調整可処分所得 （購買力平価換算） 〇

1 人当たり家計保有金融資産  （購買力平価換算） 〇

仕事 就業率 ○

長期失業率（1 年以上） ○

フルタイム雇用者の平均年収 ○

短期雇用者の割合 ○

住宅 1 人当たり部屋数 ○

基本的な衛生設備（洋式トイレ）の有無 ○

住居費（可処分所得に占める割合） ○

生活の質 （Quality of life） 日本のデータ

健康 出生児平均余命 〇

主観的健康度 〇

ワーク・ライフ・長時間労働（週 50 時間以上）の有無 ―

バランス 余暇とパーソナルケアの時間 〇

教育と技能 学歴の達成（25 〜 64 歳の後期中等教育以上修了者の割合） ―

15 歳時点の生徒の学力（PISA で測定） ○

成人の学力（PIAAC で測定） 〇

市民生活 国政選挙の投票率 ○

法律（条令）制定にかかわる協議参加の頻度 ○

社会環境 社会的ネットワーク（家族・友人）による支援の有無 ○

環境の質 大気の質（PM2.5 の水準） ○

水質に対する満足度 ○

安全 殺人発生率（10 万人当たり） 〇

自己報告による犯罪被害の経験 ○

主観的厚生 生活満足度（0 〜 10 scale） ○

注：〇：How’s Life 2015 でデータあり。―：How’s Life 2015 ではデータなし。
出所：OECD（2015）How’s Life 2015, Table 1.1 をもとに作成。
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ためである。労働市場においても，仕事満足度や
幸福度など主観的なウェルビーイングの役割は重
要である。多数の研究が，満足度や幸福度の高い
仕事は労働者の健康や生産性にも正の効果をもた
らす点を実証しており，主観的なウェルビーイン
グに影響を与える要因の検証は，企業の人的資源
管理や政府の雇用政策を評価する上でもその重要
性を増しつつある（Judge et al. 2001；Justina et al. 
2009；浦川 2014；Piekalkiewicz 2017）。

また，主観的ウェルビーイングを決定する要因
とそれがもたらす諸効果に関連する研究が様々な
分野で蓄積される中で，主観的ウェルビーイング
のデータが公共財や環境財などの非市場財の貨幣
的価値の計測にも応用されはじめている。しかし
ながら，わが国の主観的ウェルビーイングの水準
は他の諸外国と比較すると決して高くない。ギャ
ラップ世論調査（Gallup World Poll）による国際
比較を見ると，現在のわが国は，生活満足度（11
段階）で測定された主観的なウェルビーイングが
OECD 諸国の中で平均より低く，2007 年〜 12 年
の間においては，その水準はやや悪化していた国
に位置づけられる 4）（図 1 参照）。

現在のわが国では，生活保護受給世帯の増加や
貯蓄を全く保有していない無貯蓄世帯の増加，東
京一極集中と地方経済の衰退などの問題が大きく
取り上げられており，格差の問題への対応が重要
な政策課題となっている。OECD（2014, 2015）で
も，日本における格差や相対貧困率の高さ，少な
い余暇時間，制度部門（家計，企業，政府）間の
貯蓄水準の格差などが指摘されており，人々の主
観的なウェルビーイングにも一定の影響を与えて
いると考えられる。このような実情を踏まえ，本
稿では，主に格差と人々の主観的なウェルビーイ
ングとの関係を考察した国内外の研究に焦点をあ
てる。具体的には，所得や地域の生活環境などで
生じている様々な格差の存在が，主観的なウェル
ビーイングにどのような影響を与えてきたかを検
討する。

本章の構成は以下の通りである。Ⅱでは，格差
と主観的なウェルビーイングの関係について扱っ
た代表的な実証研究の分析結果について考察す
る。Ⅲでは，主観的ウェルビーイングのデータを

用いて，公共財や環境財などの非市場財の貨幣的
価値を推計する試みを取り上げる。Ⅳでは，主観
的なウェルビーイングが所得，雇用，生産性など
の経済的なアウトカムとどのように関連している
か，近年の実証研究の主な分析結果を紹介する。
Ⅴでは，これまでの考察を踏まえ，将来のウェル
ビーイング研究の課題と展望について述べる。

Ⅱ　ウェルビーイングの要因

既に多くの先行研究が，幸福度や健康感などの
「生活評価」や経験に基づく「感情」を尺度とす
る主観的なウェルビーイングに対して，本人の社
会経済的地位（所得，学歴，職業など）や日々の
生活習慣（運動，喫煙，睡眠，食生活など）が重要
な 役 割 を 果 た し て い る 点 を 指 摘 し て い る

（Kahneman et al. 1999；Frey and Stutzer 2001, 
2002；Kahneman and Krueger 2006；Dolan et al. 
2008）。日本では幸福感や生活満足度については
大竹・白石・筒井（2010），浦川（2011），健康感
については，浦川（2013），川上・橋本・近藤

（2015），主観的なウェルビーイング全般について
は小塩（2014）などで本格的なサーベイがなされ
ている。これらの研究では，生活水準，雇用，仕
事の内容，結婚，対人関係，余暇，健康，自然環
境，性格特性など様々な要因が主観的なウェル
ビーイングに影響を与えている点が示されている
が，本稿では，冒頭で述べたとおり，格差の問題
に焦点をあてることとする。具体的には，他者と
の間の所得格差や，居住地域における所得や生活
環境などの格差の影響を検討する。

1　相対所得の格差とウェルビーイング

1 人当たりの実質所得が着実な上昇傾向を見せ
るにもかかわらず，生活満足度が向上しないとい
う統計的事実は，先述の「イースタリン・パラ
ドックス」（Easterlin Paradox）としてよく知られ
ている（Easterlin 1995）。このパラドックスを解
く鍵として，しばしば提示されてきたのが，「相
対所得仮説」（relative income hypothesis）である。
これは，「自らの所得の絶対的な水準だけではな
く，とりわけ自分と社会経済属性がよく似ている
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（出所）OECD(2014), p.145. http://dx.doi.org/10.1787/888932966656
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図 1　生活満足度の国際比較

出所：OECD（2014：145）http://dx.doi.org/10.1787/888932966656
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他人の所得水準との相対的な関係に個人の主観的
ウェルビーイングが影響を受ける」という考え方
であり，経済学の効用理論に基づくと，ある個人
の効用がその個人の所得だけでなく，他人の所得
によっても影響されることを意味する（Clark and 
Oswald 1996；Diener and Biswas-Diener 2002； 
Caporale et al. 2009； 小 塩・ 浦 川 2012；Ferrer-i-
Carbonell and Ramos, 2014）。
「相対所得仮説」の妥当性をめぐっては，これ

まで数多くの実証分析が展開されてきた 5）。代表
的な研究としては，ドイツ社会経済パネル調査

（GSOEP） の 個 票 デ ー タ を 用 い た Ferrer-i-
Carbonell （2005）が挙げられる。同研究は，「出
生年」「居住地域」「教育年数」において自分と類
似した属性を持つ類似集団と比較した場合の相対
的な所得が，生活満足度に有意な影響を与えてい
る点をパネル・データ分析から示している。

日本においても，「出生年」「居住地域」などに
おいて自身と類似した属性を持つ集団との相対的
な所得格差が生活満足度に与える影響を分析した
研究に「消費生活に関するパネル調査」の個票
データを用いた浦川・松浦（2007a）がある。推
定結果からは，特に有配偶者の場合に，自分と類
似した属性を持つ類似集団との相対的な所得格差
が，個人の生活満足度に一定の影響を与えている
点が示されている。Oshio, Nozaki and Kobayashi

（2011）も，中国・日本・韓国それぞれの総合的
社会調査（General Social Survey）を用いて，「相
対所得仮説」の妥当性を検討しており，結果とし
て日本と韓国では，世帯所得を基準として類似集
団と比較した場合に「相対所得仮説」が成り立つ
が，中国では，むしろ本人所得を基準とした場合
に「相対所得仮説」が成り立つという点を計量分
析から示している。この結果について，小塩

（2014）は，同じアジア諸国でも，中国は基本的
に個人を中心とする社会であるのに対し，日本や
韓国では家族が社会の構成単位としてより強く認
識されている可能性を指摘している。

また，相対所得仮説は，幸福度や生活満足度と
の関連から検証されることが多いが，Monica et 
al. （2003）は，主観的健康感と相対所得との関係
を考察している 6）。小塩・浦川（2012）も，幸福

感と同様に，健康感や（社会に対する）信頼感を
主観的なウェルビーイング（論文では「主観的厚
生」と表記）の重要な一部と捉え，他人の所得と
の比較とそれらの関連を分析している。この研究
では，準拠集団について，大卒の学歴を偏差値に
基づいて上位大学卒と下位大学卒に二分してより
細かく設定している点や，主観的ウェルビーイン
グに大きく関連するパーソナリティー特性の影響
を Benet-Martinez and John （1998）の手法をも
とに「ビッグ・ファイブ」の指標 7）を作成して
制御している点に特徴がある。

表 2 は，小塩・浦川（2012）の分析の中で，相
対所得と主観的ウェルビーイング（（a）幸福感と

（b）健康感）との関係について調べた順序ロジッ
ト・モデルの推定結果をまとめている。ここでの
相対所得 yr は，準拠集団（学歴・年代・性別が同
一の集団）や同級生の所得の平均値と比べて自ら
の所得が高い場合と低い場合で効果が異なるかど
うかを調べるため，平均より高い場合（richer）
と低い場合（poorer）でそれぞれ変数を作成し，
影響を見ている。また，全体サンプルは世帯所得

（世帯人数調整済）ベース，勤労者サンプルは本人
所得ベースで相対所得を算出している。

ここでの主要な結果を小塩（2014）に依拠しつ
つまとめる 8）。第 1 に，相対所得は幸福感と健康
感に対し，他の重要な変数（世帯所得，学歴，職業，
婚姻状態，居住地域，性格特性など）を制御しても，
多くのケースで有意な正の相関を持つ。また，同
時に注目されるのは，絶対的な所得水準を示す世
帯所得 y が相対所得 yr を考慮すると有意でなく
なるケースが見られ，特に健康感においてその傾
向が強い点である。所得水準が高いほど健康状態
や健康感の水準が高くなるというのが社会疫学の
常識的な知見であるが，この研究ではむしろ相対
所得の重要性が強調されている。第 2 に，相対所
得を世帯所得ベースで見た場合，健康感との相関
の有意性は，自らの世帯所得が準拠集団の平均所
得を下回った場合の方が高めになる。第 3 に，相
対所得を本人ベースで測ると，女性の場合は，幸
福感や健康感と相対所得の関係は有意ではなくな
る。したがって，日本では，特に女性の場合は，
本人所得ではなく世帯所得を基準にして他人との
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所得を比較する傾向があるといえる。
また，経済状態に関して「他者との比較」だけ

でなく，「過去の自分との比較」や 「将来に対す
る見通し」など，様々なレベルでの比較と主観的
なウェルビーイングとの関係についても分析が蓄
積されている（Bartolini et al. 2013；Clark et al. 2008； 
Tsui 2014）。日本でも，浦川・松浦（2007b）が，
生活満足度の決定要因として，「他者との比較」
に加え，「親との比較」「将来の見通し」「自分自
身の希望と現実とのギャップ」などの様々な相対

的要因が影響を与えているとの仮説を提示し，イ
ンターネット調査から得られた大規模な個票デー
タを用いた検証を行っている。結果として ,「過
去（15 歳時点）と比べた現在の階層意識」や「将
来における所得向上の見込み」は，男性，女性の
いずれにおいても生活満足度に影響を与えている
点を指摘している。また，自分と属性が類似した
準拠集団との比較（世帯所得ベース）については，
女性の方が主観的ウェルビーイングとの関連が強
かった 9）。このように，他者との比較や過去の自

（a）　［被説明変数：幸福感］

全体 勤労者

相対所得＝世帯所得
ベース

相対所得＝本人所得ベース

準拠集団との比較（客観的） 同級生との比較（主観的）

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

全体 y 　 0.009 （0.008） 0.030 （0.007）*** 0.036 （0.008）***

　 yr richer 0.331 （0.058）*** 0.249 （0.047）*** −0.023 （0.067）

　 yr poorer −0.059 （0.012）*** −0.011 （0.030）　 −0.123 （0.029）***

男性 y 　 0.002 （0.010）　 0.013 （0.010）　 0.024 （0.009）**

　 yr richer 0.405 （0.078）*** 0.408 （0.075）*** 0.012 （0.078）

　 yr poorer −0.078 （0.017）*** −0.065 （0.040）　 −0.214 （0.044）***

女性 y 　 0.034 （0.014）* 0.064 （0.015）*** 0.067 （0.016）***

　 yr richer 0.222 （0.092）* 0.092 （0.075）　 −0.118 （0.130）

　 yr poorer −0.048 （0.019）** 0.084 （0.054）　 −0.028 （0.043）

（b）　［被説明変数：健康感］

全体 勤労者

相対所得＝世帯所得
ベース

相対所得＝本人所得ベース

準拠集団との比較（客観的） 同級生との比較（主観的）

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

全体 y 　 −0.008 （0.008）　 −0.001 （0.008）　 0.012 （0.008）

yr richer 0.133 （0.062）* 0.134 （0.049）** 0.041 （0.070）

yr poorer −0.071 （0.013）*** −0.065 （0.032）* −0.067 （0.031）*

男性 y 　 −0.006 （0.010）　 −0.003 （0.010）　 0.006 （0.010）

yr richer 0.162 （0.082）* 0.162 （0.079）* 0.045 （0.082）

yr poorer −0.074 （0.018）*** −0.096 （0.042）* −0.114 （0.046）*

女性 y 　 −0.009 （0.015）　 0.000 （0.016）　 0.026 （0.017）

yr richer 0.083 （0.097）　 0.067 （0.079）　 0.051 （0.139）

yr poorer −0.066 （0.020）*** −0.056 （0.057）　 −0.025 （0.046）

注：順序ロジット・モデルの推定結果。***p < 0.001, **p < 0.01, *p < 0.05。
　　  （a）の被説明変数は 11 段階の幸福感。（b）の被説明変数は 5 段階の健康感。世帯所得 y は原数値 （100 万円），相対所

得 yr は対数値の差。その他の説明変数の結果は記載を省略。
出所：小塩・浦川（2012），表 3，表 4 を一部修正。

表 2　相対所得は主観的なウェルビーイングをどこまで左右するか
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分との比較，親との比較は，主観的なウェルビー
イングに重要な影響を与えており，様々な基準に
よって「比較を行う」という人間の特性は，「イー
スタリン・パラドックス」を解明する重要な手掛
かりと言えよう。

2　居住地域の所得格差とウェルビーイング

これまでは，現在の自分と他の対象との間の所
得格差に注目したが，自分の居住する国・地域に
おける所得格差も主観的なウェルビーイングとの
間に一定の関連があることが，いくつかの研究で
明らかにされている 10）。たとえば，Alesina et al. 

（2004）は，米国と西欧諸国のデータを用いて，
住んでいる地域（米国は州，ヨーロッパは国）の所
得格差が個人の生活満足度にどのように影響する
かを分析している。その結果によると，ヨーロッ
パでは，低所得層ほど世の中の所得格差に不満を
表明するが，米国ではそれとは逆に高所得層ほど
所得格差を忌避する傾向があることが示されてい
る。このような結果が得られた理由について，筆
者らは，欧州諸国と米国との間での社会の流動性
に対する人々の認識・評価の違いが背景にあると
指摘している。すなわち，欧州では，社会階層の
固定化の度合いが高いという認識が人々にあり，
低所得層は所得格差の存在を見て，現在の低所得
が将来も続くと感じるためにストレスを感じる。
一方，米国では，人々は社会の流動性が比較的高
いと認識されており，低所得層にとって格差の存
在は成功への機会があることを示唆する 11）。

それでは，日本のケースではどうだろうか。居住
地域の所得格差と主観的ウェルビーイングの関連性
を検証した分析としては，Oshio and Kobayashi

（2009, 2011）がある。これらの研究では，都道府
県レベルの地域内格差については，『国民生活基
礎調査』の個票データから計測し，主観的厚生

（幸福感や健康感）や個人属性については，「日本
版総合的社会調査」（JGSS: Japanese General Social 
Survey, 2003 年調査）の個票データを活用してい
る。

これらの推定結果によると，地域の所得格差を
計測した様々な指標（ジニ係数，平均対数偏差，
50％タイル/10％タイル比）が主観的ウェルビーイ

ングと負の相関があることが示されている。特
に，不安定な就業状態にある者（派遣・契約社員，
パート・アルバイト，自営業者，家族従業者，失業
者など）は，とりわけ地域の所得格差に敏感に反
応し，幸福感を低めている点は注意を要する（小
塩 2014）。いわば，これらのグループは，就業状
態の不安定さから生じる不安とは別に，所得格差
の存在もより深刻に受け止め，それがさらにウェ
ルビーイングを引き下げる方向に働いている。さ
らに，格差指標だけでなく，貧困指標が中高所得
層を含め地域住民全体のウェルビーイングに与え
る影響も確認されている。たとえば，貧困層の中
でも極貧層の経済状態をより深刻に受けとめるよ
うな貧困指標（具体的には FGT 指標（α=2）のケー
ス）を計量モデルの説明変数に用いた場合，健康
感との負の相関が高まる（Oshio and Kobayashi 
2009）。なお，一連の研究では，地域の平均的な
所得水準（1 人当たり県民所得）は，地域住民の平
均的な健康感には有意な効果を及ぼしていない。

このように，地域内の所得格差が住民の主観的
なウェルビーイングに影響を及ぼすという研究成
果は，当該地域の自治体が，経済格差に対してど
れほどコミットするべきかという問題を考える上
でも重要な示唆を与える 12）。

3　居住環境の格差とウェルビーイング

前節では，所得格差が大きく，貧困問題が深刻
な地域に住んでいるほど，幸福感や健康感などの
主観的なウェルビーイングが住民全体として低下
する傾向を示す研究があることを確認した。この
他，格差とウェルビーイングの関係を見る上で，
居住環境の地域格差も重要である。自分が居住し
ている地域に不満や不安があると，毎日が楽しく
ないし，ストレスも高まる。実際，居住地域の環
境が主観的なウェルビーイングに及ぼす影響につ
いては，これまで多くの先行研究が蓄積されてい
る（小塩・浦川 2014）。たとえば，Kawachi et al. 

（2007）は，主に居住地域に対する信頼の程度に
基づいてソーシャル・キャピタル（SC：Social 
Capital）の指標を作成し，地域の SC の水準が高
い地域において住民の健康水準が高まるという実
証結果を示している 13）。
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Oshio and Urakawa（2012）は，居住地域の生
活環境（地域に対する全般的な満足度，地域の治安
に対する満足度，地域住民への信頼性）に対する主
観的な評価が健康感に与える影響を日本の大規模
な個票データを用いて検証し，その影響は，他の
重要変数を制御しても存在する点を示している。
この研究では，地域レベルの変数（地域の客観的
な状況）と個人レベルの変数（地域に対する主観的
な評価）というレベルの異なる変数を用いている
ため，「多重レベル分析」という手法を用いた検
証が行われている 14）。また，地域に対する評価
も主観的なウェルビーイングの代理変数に用いた
健康感（五段階の順序変数を二値のダミー変数に変
換）と同様に主観的であるため，個人の性格的・
心理的な属性の影響を取り除くべく，「ビッグ・
ファイブ」の因子で把握されるパーソナリティ特
性や，「首尾一貫感覚」（SOC：Sense of Coherence）15）

の変数を構築し，計量モデルに組み入れている。
Oshio and Urakawa （2012）の分析結果による

と，地域に対する全般的な満足度，地域の治安に
対する満足度，住民の信頼性に対する満足度と健
康感との関係は，パーソナリティや SOC の影響
をあまり受けず，健康感とかなり直接的な形で相
関していることがわかった。特に，治安に対する
評価との関連が大きい。この結果は，先行研究に
よって示されてきた，地域に対する主観的な評価
と主観的なウェルビーイングとの間の相関は，
パーソナリティーや SOC で説明される，見せか
けの相関とは言い切れないことを示唆している。
地域の環境が整備され，治安が向上することは，
それ自体が人々の主観的なウェルビーイングを高
める側面が期待されるが，その結果に対する主観
的な評価を経由する形で，間接的にも主観的な
ウェルビーイングを改善する可能性が見込まれる

（小塩 2014：234）。

Ⅲ　非市場財の貨幣的価値の測定

被説明変数を主観的なウェルビーイング指標と
し，ウェルビーイングに影響を与える諸要因とと
もに，市場で売買されていない公共財や環境財な
どの非市場財（non-market goods）を説明変数と

する計量モデルを推定することで，非市場財の貨
幣的な価値を計測するという試みも進められてい
る。代表的な手法は，Decancq et al. （2015a）な
どで実践されている「等価所得アプローチ」と呼
ばれる手法である。これは，所得といくつかの非
市場財を説明変数に組み入れた主観的なウェル
ビーイング関数を推計し，人々の現在のウェル
ビーイング（実現値）と非市場財の水準について
仮説的な状況を設定した場合に計量モデルから推
定されるウェルビーイング（予測値）を比較し，
どの程度の所得があれば，両者のウェルビーイン
グが無差別になるかを計測することで，非市場財
の貨幣的価値を導出する手法である。特に医療経
済学の分野での応用が進んでおり，病気であるこ
と，インフォーマルなケア，親類の死などの貨幣
的価値（あるいは経済的損失）が，ウェルビーイ
ング関数の推計を通じて検証されている 16）。ま
た，同手法は，家族の規模や結婚，近隣との社会
的関係のように非市場的な性質を持つ様々な財，
生活状況の貨幣的価値の計測にも応用されてい
る。

具体例を見てみよう。以下の（1）式は主観的
ウェルビーイングの水準（Si）を被説明変数とす
る計量モデルである。

Si ＝ α ln（yi）＋ β hi ＋ Σk   γkzki ＋ ε　　（1）

ここで yi は個人 i の所得の対数値 17），hi は分
析者が貨幣的な価値を評価したい非市場的な性質
を持つ変数，zki, γk はウェルビーイングに影響を
与えると考えられるその他の制御変数（年齢，性
別，婚姻の有無，社会経済的地位など）の値とそれ
らのパラメータ（k 種類），ε は標準的な仮定を持
つ誤差項である。ここで主観的なウェルビーイン
グとして，被説明変数 Si は個人 i の生活満足度
の水準，hi が個人 i の客観的な健康水準と仮定す
ると，推定された α と β から，健康水準 1 単位
の貨幣的価値を計算することができる。それは，
健康水準 1 単位の変化前と変化後を比べた際，初
期の健康状態における生活満足度の水準を保つう
えで必要な所得水準の変化に等しい。

ただし，等価所得アプローチに基づくウェル
ビーイング関数の推定に関しては，分析の焦点と
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なる非市場財の性質に注意を払う必要がある。
Ferrer-i-Carbonell （2013）は，この手法は，分析
の焦点となる非市場財が他の市場財との間で強い
関連性を持たないか，関連していても市場の失敗
が生じている場合においてのみ，適切な貨幣的価
値 を 提 供 す る と 指 摘 し て い る。 た と え ば，
Stutzer and Frey （2008）の分析で指摘されてい
るように，通勤時間にかかる費用の貨幣的価値
は，その正確な計測に困難をともなう例の一つで
ある。その理由は，長時間の通勤は，通勤手当の
存在や都心部から離れた住宅への居住による住宅
費・生活費の低下によってある程度補償されてい
る側面があるためである。すなわち，計量モデル
では，長時間の通勤が他の重要変数の変化を通じ
て，主観的なウェルビーイングに間接的に与える
影響も考慮する必要が出てくる。また，厳密には，
主観的なウェルビーイングは観測が困難な人々の
個別的な属性（individual fixed effects）によって
決まってくる側面があるし，貨幣的な価値を評価
し た い 変 数 が 複 数 存 在 す る ケ ー ス も あ る

（Piekalkiewicz 2017）。
上記の問題に対処するため，Decancq et al. 

（2015a） はパネル・データを用いた以下の（2）式
のような計量モデルの推定を提示している。

Sit ＝ αi ＋ µt ＋（β ＋ ΓZit）ln（yit）　 
　　　＋（ϑ ＋ ΛZit）'qit ＋ δ'Zit ＋ dit　　　　　　　

（2）

αi は個人 i の固定効果，µt は時点ダミー，Zit

は個人属性に関する制御変数のベクトル，qit は
貨幣的価値の計測を行う生活の質に関連した所得
以外の他の重要変数（公共財や環境財などの非市場
財）のベクトルである。また，（β,  ϑ, δ）は各変数
の直接効果のパラメータ，Γは所得と制御変数の
交差項のパラメータのベクトル，Λは非市場財と
制御変数の交差項に関するパラメータのベクト
ル，dit

は誤差項をそれぞれ表す。モデルに交差
項を取り入れることによって，所得や非市場財が
ウェルビーイングに与える影響の個人属性間の差
異を捉えることができる。所得と非市場財の限界
代替率も個人別，時点別に計算可能となる。

非市場的な性質を持つ財や様々な生活状態を主
観的ウェルビーイングのデータを用いて評価する

方法は，大規模で代表性の高い標本から得た統計
を使用でき，回答者の戦略的な行動やバイアスも
比較的少なく，データ収集においても時間やコス
トの面で非常に効率的であるという優れた長所を
持つ。しかしながら，非市場財が他の市場財の消
費や所得に与える間接的な影響を踏まえたウェル
ビーイングへの限界効果の測定が困難であるこ
と，まだ存在せずこれから導入するような政策な
どの潜在的な影響の予測が困難であることなど，
実践上や解釈上の欠点を有してもいる（OECD 
2013）。主観的なウェルビーイングを用いた推計
は，いまだ発展段階といえるが，近年は，OECD
などの国際機関においても，ウェルビーイング関
数を用いて失業や健康などの貨幣的価値の推計が
行われてきており（Murtin et al. 2015），調査の方
法（回答形式，質問の文脈や配置）が主観的ウェル
ビーイングの回答に与える様々な効果，注意を払
うべき点について，相当の分析が蓄積されている
のも事実である。今後，わが国で研究の蓄積が進
んでいる国内や居住地域における格差や貧困の状
況についても，主観的ウェルビーイング関数の推
定を通じて，それらがもたらす経済的損失が様々
な集団でどのような規模にあり，集団間でどの程
度の差異があるかなど，より具体的な検証が望ま
れる。

Ⅳ　経済的成果の決定要因としてのウェ
ルビーイング

冒頭で述べたように，主観的ウェルビーイング
は，本人や家族の経済的アウトカムに多様な影響
を及ぼしうる。たとえば，労働者のウェルビーイ
ングは，組織への積極的な参画や職場での良い対
人関係など，様々な経路を通じて本人の将来の所
得水準や生産性，昇進などのアウトカムに影響を
与えると考えられる 18）。このような，経済的成
果の決定要因としての主観的ウェルビーイングの
役割に注目する研究は，主に経済学や経営学，組
織心理学などの Social Science の分野で蓄積され
てきている（Judge et al. 2001；Justina et al., 2009；
Keyes et al. 2000；Grahametal, 200419））。たとえば，
Judge et al. （2001）は，労働者の仕事の満足度と
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仕事の成果は正の相関があり，特に上司に対する
満足度が重要な役割を果たしている点を指摘し
た。Keyes et al. （2000）では，ウェルビーイング
の高い労働者を多く雇用している企業は，顧客の
満足度も高く，従業員の離職も少ないことを示し
ている。また，Justina et al. （2009）は，ドイツ
社会経済パネル調査（GSOEP）の個票データをも
とに，仕事満足度と健康との関係を計量的に検証
し，分析時点を通じて満足度が低下した労働者
は，客観的な健康指標，健康に対する主観的な評
価がともに悪化することを指摘している。

ただし，幸福な労働者は生産性が高まるといっ
た一連の仮説を支持する分析に批判的な立場の研
究も少なからず存在している。たとえば，Lucas 
and Diener （2003）は，たとえ，幸福な個人がよ
り社交的になり，自尊心を持ち，より創造的で効
率的に仕事の処理を行えるようになるとしても，
これらの要因が労働者の生産性に与える影響は，
かなりの程度，その労働者の元々の仕事の内容に
依存していると指摘している。主観的なウェル
ビーイングの向上は，職場での労働をはじめ家庭
生活においても様々なポジティブな影響をもたら
すと考えられるが，厳密な因果関係まで丁寧に検
証した分析事例は，まだ日本では少ないのが現状
であるため，今後も経済的成果の決定要因として
の主観的なウェルビーイングに関する研究の進展
が期待される。

Ⅴ　おわりに─ウェルビーイング研究の展望

本稿では，格差と主観的ウェルビーイングの関
係を扱った研究について主にサーベイを行い，主
要な分析結果とその政策的含意について検討を
行ってきた。これまでの日本の実証研究の結果を
踏まえると，多くのケースで格差の存在は主観的
なウェルビーイングを低下させる方向に寄与して
いた。Ferrer-i-Carbonell and Ramos （2014）は，
格差と主観的ウェルビーイングの関係を決定づけ
る要素として，政府や地域社会に対する信頼や社
会の流動性の程度が特に重要である点を指摘して
いる。日本の社会においても，格差が多くの場合
に人々のウェルビーイングを引き下げる方向に寄

与している背景について，人々の政治参画や地域
社会の SC の水準，社会的地位の達成に対する機
会の公平性の程度などの観点からさらに検証を進
める必要がある。人々の主観的なウェルビーイン
グに関する研究を様々な課題・側面に配慮しつつ
進めることは，国・自治体の政策運営や企業の人
的資源管理のあり方にも有用な指針を与えうる。

最後に，主観的ウェルビーイングに関する一連
の研究が何を解明してきたか，そして未だ何が解
明されておらず発展の途上にあるかについて論点
を整理したい。

第一に，人々の主観的なウェルビーイングは，
他者との比較や過去の自分との比較を通じた自身
の相対的な地位と関わりが深く，他の様々な要因
を制御しても，有意な相関を持つことが，複数の
実証研究で示されている。また，居住する地域の
所得格差や生活環境の格差も一定の効果を示す実
証研究が複数存在する。このことから，主観的な
ウェルビーイングの研究を進めることで，人々が
どのような範囲の中でどのような対象と自身を比
較する傾向があるのか，人々の行動原理について
多くの知見を得ることが可能となる。そのこと
は，これまで様々な学問が前提としてきた理論体
系を再考し，さらに発展させる糸口になると考え
られる。

第二に，主観的なウェルビーイングの水準は将
来の様々な経済的な成果（所得，健康，生産性）
の予測因子となりえる。主観的なウェルビーイン
グを政府の公共政策や企業のコーポレート・ガバ
ナンスの指針とすることについては，「国民や労
働者の肯定的な感情を高めることが政府や企業の
目標ではない」といった批判もある。しかし，所
得，健康状態，知識と技能，安全，環境などといっ
た他の客観的な尺度と併用する場合には，その水
準が経済的な成果とも密接に関わることが多数の
研究で実証されているがゆえに，非常に重要な追
加情報となりうることは強調されてよい（OECD 
2013）。

第三に，主観的なウェルビーイングを計量分析
に用いることで，従来は測定が困難であった非市
場財の貨幣的な価値の推計が可能となる。これ
は，格差や貧困の削減を目的とする政府の公共政
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策の有効性を評価する上でも一定の指針を与える
ものである。ただし，そのためには，主観的な
ウェルビーイングの指標や計量モデルから得られ
た推定結果がどの程度頑健なものであるか，様々
な手法を通じた検証が必要である。

第四に，人々の主観的なウェルビーイングは，
本人の社会経済的属性の変化だけでなく，その
時々の国内，地域の経済事情などの影響を受ける
ものであり，国内の制度・文化・経済状態も重要
な役割を果たしているものと考えられる。例え
ば，国内の経済で物価・賃金が継続的に下落する
デフレの状態が続けば，そうでない場合に比べて
生活に対する不安や格差の広がりに対する不安を
より感じやすくなるといったことが考えられる。
その意味で，個人のウェルビーイングを形成する経
路として，国・地域内の社会制度，文化，経済状態
に対する検討もより進められることが期待される。

アマルティア・センは，望ましい生き方に対す
る評価と個人の主観的なウェルビーイングは，必
ずしも一致する保証はないとし，主観的なウェル
ビーイングを単純に善い生き方の代替的な指標と
する考え方に注意を促している。しかしながら，
その一方で，センは，当人が「幸福であること」
は実行可能な行為，なりうる状態を表す概念であ
る「機能」（Functionings）の非常に重要な一部で
あり，生き方や福祉の評価を行う際に必要不可欠
な 指 標 の 一 つ と し て 位 置 付 け て い る（Sen 
 1982）20）。

主観的なウェルビーイングの研究は，これまで
見過ごされてきた人々の性質や行動原理の発見に
つながる。このことは，政府の公共政策の改善や
より望ましい社会の構築に向けて重要な知見を提
供するものと言える。

 1）現代用語事典「知恵蔵 2007」（朝日新聞社）に基づく。
1946 年の世界保健機関（WHO）の憲章草案の中には，「健
康」を定義する記述の中で well-being の語句が「良好な状態」
を意味する概念として登場する。

 2）金井（2015：8）に基づく。金井（2015）は，アマルティア・
センらの研究を踏まえ，「well-being という用語は welfare

（厚生，福祉）や happiness（幸福）の概念を含むもっとも
包括的な概念であるとみることもできる」としている。

 3）Kahneman et al. （1999）では，「生活評価」に関する尺度
とは別に，ある特定時点に回答者が経験した「感情」の尺度
をウェルビーイングの測定に使用している。

 4）図 1 は，「あなたは現在の生活をどのように評価していま
すか」という設問で，0（最悪）から 10（最高）までの 11
段階の選択肢の回答に基づいている。

 5）Clark et al. （2008）は「相対所得仮説」の妥当性を検証し
た包括的なサーベイ論文である。また，Clark and Senik 

（2010）は，誰がどのような対象と自分の所得を比較する傾
向にあるかについて，欧州社会調査（ESS）を用いた検証を
行っている。

 6）疫学の分野では，Kondo et al. （2008）が，社会的地位の
相対的な低さが心理的なストレスをもたらすことによる主観
的な健康感への影響を考察している。

 7）「外向性」「調和性」「誠実性」「神経症傾向」「開放性」と
いう 5 つの指標からなる。人々が有しているパーソナリティ
特性と主観的ウェルビーイングとの関連についても，多くの
研究が蓄積されており，Piekalkiewicz （2017）のサーベイが
わかりやすい。

 8）ここでの記述は，小塩（2014）を参照している。
 9）小塩・浦川（2012）では，日本の男性雇用者の個票データ

を利用して，賃金所得の変動と生活満足度の関係について分
析している。分析結果によると，現在の所得の影響を制御す
ると，生活満足度は，前年度の所得からの増減といった短期
的な所得変動にはあまり影響されなかった。

10）Wilkinson and Pickett（2006）によれば，過去の約 150 の
研究の内，およそ 7 割の分析で，国内や地域内の所得格差の
拡大が，住民の健康に対して負の効果をもたらす結果を得て
いた点が報告されている。これらの分析の中では健康感のよ
うに主観的なウェルビーイングを指標としているものも多く
見られる。

11）小塩（2014：78）を参照。Dolan et al（2008）では，所得
格差と幸福感の関係を調べた研究のサーベイが行われてい
る。

12）Oshio and Urakawa（2014）は，所得格差があるという意
識を表す格差感も主観的なウェルビーイングに影響を与える
点を実証している。ただし，同研究では，格差感に影響を与
える要因は，国や地域レベルの所得格差よりも，むしろ過去
の自分と比べて所得がどの程度変化したか，社会経済的な背
景が自身と似ていて身近である他者（類似集団）と比べた相
対所得がどうであるか，といった個人的な要因がより大きな
影響を与えていることが示されている。

13）ソーシャル・キャピタル（SC）とは，主に「人々の協調
行動を活発にすることで社会の効率性を高めることのできる

「信頼」「互酬性の規範」「ネットワーク」といった社会組織
の特徴」として定義される（Putnam 1993）。Kondo（2010）
では，地域の SC の水準と個人の健康レベルとの関係につい
て調べた実証研究のサーベイがなされており，その多くの研
究（24 本中 17 本）では，SC が豊かな地域において住民の
健康状態が好ましいという関連が示されている。

14）一般的な傾向として，地域の客観的な状況と地域に対する
主観的な評価には相関が見られるが，地域の状況が客観的な
何らかの指標で同じであっても，個人によってその受けとめ
方が異なるということがありえるため，双方の効果を考慮す
る 必 要 が あ る（Fagg et al. 2008）。 な お，Kawachi and 
Berkman （2003）は，健康や健康感を説明するうえでは，地
域の客観的な状況よりもその主観的な評価のほうが信頼でき
るとしている。

15）首尾一貫感覚（SOC：Sense of Coherence）は，Antonovsky
（1979）が提唱した概念であり，人生を送る上で直面する様々
な困難を解決し，乗り越えていく能力を意味する。指標化に
は様々な方法が提案されているが，初期の研究では，人生に
対する「把握可能感」「処理可能感」「有意味感」の三つの構
成要素からなるものとして提唱されている。小塩（2014）の
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説明が詳しい。
16）Deaton and Stone （2013）は，様々な主観的ウェルビーイ

ング指標を用いて，失業とインフレ率のトレードオフ関係や
生活環境（大気汚染の費用や環境の快適性）に関する貨幣的
価値の計測を行っている。また，Van Praag and Baarsma 

（2005）は，オランダ・アムステルダム空港の騒音の費用の
貨幣的価値を主観的ウェルビーイング関数の推計によって算
出している。

17）通常，説明変数の所得変数は対数化したものが用いられる。
これは，所得の限界効用は逓減するという標準的な経済理論
が念頭にある。結果として，非市場財の貨幣的価値は，現在
の所得水準にも依存する。たとえば，裕福な個人は，非市場
財 1 単位を失う中で現在のウェルビーイングを同水準に維持
するためには，より多くの所得補償を必要とする。

18）Pavot and Diener （2004）は，「労働者の主観的なウェル
ビーイングは，職場での成功と密接に関連している。幸福な
労働者は生産的であり，彼らのポジティブな感情は組織への
積極的な参画，同僚との良い関係，紛争の解決を促す」（p. 
685）と述べている。

19）主観的なウェルビーイングと労働市場での経済的成果との
関連を分析した研究のサーベイは，Piekalkiewicz （2017）が
詳しい。また，浦川（2014）も一定の考察を行っている。

20）Sen（1982）は，人々が享受するウェルビーイングは，財
とその特性を用いて実行可能な行為，なりうる状態を表す

「機能」（Functionings）（たとえば，栄養が行き届いている，
服装がきちんとしている，移動能力がある，など）や，達成
しようと思えば達成可能な「機能」の集合─いわゆる「ケ
イパビリティ」（Capability）─から大きく影響を受ける
とした。
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